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〈方針策定の趣旨〉 

 

今日、地方自治体は、社会経済情勢の変化や財政制約の中で様々な行政課題に直面し

ており、今後の自治体経営に当たっては、全国統一的な行政運営を基礎としつつも、地

方分権、地方創生を背景として、自律的な姿勢が求められている。 

本市においては、住民福祉の増進に努め、最少の経費で最大の効果を挙げるという地

方自治の基本理念のもと、積極的に行財政改革を推進し、簡素で効率的、効果的な組織

体制を整備していく中で、持続可能な行政運営の確立を図っているところである。 

その一環として、人事管理面においては、人件費の抑制に努め、第１次及び第２次定

員管理計画では、徹底した職員の減員を行い、第３次定員管理計画においては、第２次

定員管理計画までの量的削減の成果を踏まえ、都市規模に相応する水準に職員数を保持

し、沼津市定員管理方針（R3.4月）では、類似団体（施行時特例市）と本市との職員数

が大きく乖離しないよう均衡を保ち、限られた貴重な人的資源を最大限有効に活用でき

るよう努めた。 

引き続き、複雑化・多様化している市民ニーズや時々刻々と変化する行政課題に柔軟

に対応するとともに、将来を展望する新たな施策展開への期待に応え、市民満足度を高

めていくことが求められていることから、現状と課題を総合的に考慮し、将来にわたり

良質な行政サービスを安定的に提供していくため、職員規模や人事管理の在り方を示す

「沼津市定員管理方針」を策定するものである。 
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＜これまでの取組状況＞ 

 

本市では、平成 17年度から平成 27年度までの 10年間、２期にわたる定員管理計画で、

職員数の純減を目指し、平成 29年度から令和２年４月までの第３次定員管理計画におい

ては、平成 28年４月の職員数を上限としてその範囲内に収めることとした。 

第１次計画では、全部門（一般行政、特別行政及び公営企業等）を対象とし、平成 17

年４月１日時点の 2,139人を基準に、平成 22年４月１日時点（５年後）で 100人（4.7％）

削減することを目標とした。結果は、目標を大きく上回る 123人（5.8％）の削減となっ

た。 

続く第２次計画では、消防組織が広域化を予定し、また市立病院が独自の経営改革を

進めることから、両部門を除いた全部門を対象とし、平成 22年４月 1日時点の 1,280人

を基準に、平成 27年 4月 1日時点（５年後）で 42人（3.3％）削減することを目標とし

た。結果は、目標を大きく上回る 83人（6.5％）の削減となった。 

この２期の計画における通算 10 年間では、計 142 人の削減目標を大きく上回る、計

206人の削減成果を挙げた。 

続く第３次計画では、消防及び市立病院を除いた部門の平成 28 年４月１日時点の

1,203人（H28.4.1）を計画終了（令和２年４月１日）時点の上限定数とする数値目標を

立てた。 

第３次計画の終了時点における職員数は 1,197 人で、目標とする上限定数内に維持し

た。 

 続く沼津市定員管理方針（令和３年４月１日から令和８年４月１日までの５年間）で

は、行政需要の変化に機動的に応えるために必要な職員数を、効率的な業務執行や会計

年度任用職員との適切な役割分担を踏まえ、総合的な視点から、数値目標を定めず、定

員管理に取り組んだ。 
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＜現 状 と 課 題＞ 

 

１ 職員数の状況と課題 

  職員数（全部門）は、第 1次定員管理計画で基準とした 2,139人（H17.4.1）が、令

和７年４月１日時点で 1,955 人となっており、20 年間の累計では 184 人（8.6％）の

減となっている。 

国立社会保障・人口問題研究所が公表した「日本の将来推計人口」では、様々な仮

定のもと、出生数の推計が行われ、「出生数はいずれの仮定においても減少が続く。」

とされている。将来的に生産年齢人口が急速に減少することを見据えると、現在と同

規模の職員数を維持することは難しくなることが予測されるが、出生数の減少と、そ

れに伴う生産年齢人口の減少は変えることのできない事実であることを受け止め、今

後、定員管理を行う必要がある。 

さらに、総務省が公表した「2040年頃までに想定される各行政分野の課題等につい

て」において指摘されているように、社会構造の変化に対応するために行政が取り組

むべき課題は山積しており、今後とも行政需要は増加・多様化していくと考えられる。 

このような状況から、職員にかかる負担は過重化しており、業務改善や効率化によ

り職員負担の軽減を図りつつ、行政運営の硬直化を防止し、より一層市民サービスを

向上させることが課題となっている。 

  さらに、定年延長制度に伴い、定年引上げ期間中は、定年退職が２年に一度しか生

じないことから、新規採用職員数が年度によって大幅に変動する可能性があり、その

結果、職員の経験年数や年齢構成に偏りが生じ、専門的な知見の世代間の継承や計画

的な人事配置・人材育成等が困難となり、必要な行政サービスを将来にわたり安定的

に提供できなくなるおそれがある。 

このことを踏まえ、適切な人材を安定的に確保する観点から、採用者数を一定程度

平準化することが望ましいとされており、安定的かつ計画的な人材確保を推進してい

くため、２年ごとの平準化を基本としつつ、状況に応じた柔軟な対応が求められる。 
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（図１）職員数の年度別推移 

左グラフ：第１次計画（H17～R7）の対象とした全部門の職員数 

右グラフ：第２次、第３次計画及び沼津市定員（H22～R7）の対象とした特別行政（消防）と公営企業等

（病院）を除く全部門の職員数 

 

 

２ 職員構成の状況 

   

(1) 性別構成の状況 

職員（消防・病院を除く全部門）の性別構成は、令和７年４月１日時点で、男性 60％、

女性 40％となっている。 

女性の重要度は増しており、その活躍をさらに推進していくことが求められる。 

 

（図２）性別構成の状況        R7.4.1時点 

 

 

 

 

 

 

各年度 4.1 時点、単位：人 
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(2) 職種構成の状況 

職員（消防・病院を除く全部門）の職種構成は、令和７年４月１日時点で、事務 57.1％、

技術（土木、建築、機械、電気、水道）15.9％、保育士 9.7％、保健師 3.6％などとな

っており、技能労務職（環境整備士、調理師等）5.4％については、退職不補充として

いる。 

いずれの職種も、人材確保が困難な状況にあり、特に技術、保育士及び保健師の採

用は顕著に難航しており、即戦力となる民間企業等からの職務経験者の登用や、ＯＢ・

ＯＧによる学校訪問など、積極的な採用 PR活動等を引き続き実施して人材確保を図る

必要がある。 

併せて、離職者防止の観点から、職員の意識改革、働きやすい職場環境の構築、研

修の強化に加え、業務の外部委託化などに取り組み、風通しの良い職場を目標とした、

最小の経費で最大の効果を発揮できる職場環境づくりが求められる。 

 

（図３）職種構成の状況      R7.4.1時点 
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(3) 年齢構成の状況 

職員（事務・技術）の年齢構成は、特に 20代の職員が少なく、高齢化が進んでい

る。ベテラン職員の持つ知識や技術を若手職員へ着実に継承し、職員の士気にも大き

く影響する昇格が円滑に行われるためには、組織内に各年齢層の職員がバランスよく

配置されることが望ましいことから、職員年齢構成の均衡を保つためにも、各年齢層

の職員数を意識した採用活動が必要である。 

  

（図４）年齢構成の状況（事務・技術）  

R7.4.1 時点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 部門構成の状況 

職員（全部門）の部門構成は、令和７年４月１日時点で、民生 19.9％、総務・企画

17.2％、土木 15.1％、教育 13.2％、衛生 11.7％などとなっている。 

             

                （図５）部門構成の状況        R7.4.1 時点 
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＜部門別＞類似団体との職員数比較データ（過去５年）

部門 R2 R3 R4 R5 R6 R2 R3 R4 R5 R6

人口（人） 195,986 194,869 193,375 191,256 189,632 248,713 242,854 242,219 241,878 241,290

議会 13 13 13 13 13 12 12 12 12 12

総務・企画 199 195 204 211 215 286 281 285 290 294

税務 71 72 71 71 70 81 78 78 79 79

民生 232 232 232 233 238 388 365 367 373 383

衛生 132 133 130 138 139 170 173 176 173 164

労働 4 4 3 3 3 3 3 3 3 3

農林水産 28 28 27 27 29 43 41 40 42 42

商工 40 39 33 37 36 32 33 32 33 34

土木 183 182 179 177 188 164 159 159 159 161

合計 902 898 892 910 931 1179 1144 1152 1163 1172

（人口1万人当たり） 46.02 46.08 46.13 47.58 49.10 47.40 47.12 47.56 48.08 48.58

  教育 170 161 165 165 164 255 261 261 261 239

合計 1,072 1,059 1,057 1,075 1,095 1,433 1,405 1,413 1,424 1,411

（人口1万人当たり） 54.70 54.34 54.66 56.21 57.74 57.64 57.87 58.35 58.85 58.48

消防 260.65 256.45 259.17 260.02 261.80

合計 1,072 1,059 1,057 1,075 1,095 1,694 1,662 1,673 1,684 1,673

（人口1万人当たり） 54.70 54.34 54.66 56.21 57.74 68.12 68.43 69.05 69.60 69.33

水道 40 40 38 38 39 －

下水道 32 32 32 33 33 －

その他 53 53 53 53 54 －

合計 125 125 123 124 126 －

総合計 1,197 1,184 1,180 1,199 1,221 －

沼津市 類似団体（平均）

３ 都市規模から見た職員数の状況 

都市規模から見た職員数の状況については、地方公共団体定員管理調査（総務省）

の結果により、全国の類似団体（23 施行時特例市）において比較することが有効であ

る。 

本方針では、市民に最も理解の得やすい客観的な指標として、人口割による単純比

較を採用する。 

直近の令和６年度（R6.4.1時点）の状況は、下表のとおりである。 

    

（表１）職員数の類似団体との比較 

  （単位 人） 
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行政機構の基礎部門は「一般会計」となるが、本市では平成 28年度に消防部門を広

域独立化しており、これを除いて比較することが適当である。その人口 1万人当たり

の職員数は、令和６年 4月 1日時点で 57.74人（類似団体平均 58.48人）となってい

る。 

また、部門別の比較では、商工、土木部門で上回り、総務・企画、民生、衛生部門

で下回っており、今後に向けては、本市の特性を考慮しつつ、全国の平均的な体系と

比較し、弱みのない、バランスのよい組織づくりを進めていくことが求められる。 

 

４ 定年延長制度下における採用方針及び再任用フルタイム職員の活用状況について 

定年延長制度に伴い、定年引上げ期間中の令和５年度から令和 14 年度までの間は、

原則として定年退職者が２年に一度しか生じないことから、仮に定員を一定に固定し

た場合には、新規採用職員数が年度により大幅に変動し、採用活動の中で適材を安定

的に確保することが困難になるおそれがある。 

また、この定年引上げ期間全体の定年退職者数は、定年引上げが行われないと仮定

した場合に比べて相当程度減少することが見込まれる。 

その結果、従来の採用方法では、職員の経験年数や年齢構成に偏りが生じ、専門的

な知見の世代間の継承や計画的な人事配置・人材育成等が困難となるおそれがあるこ

とから、次の点に留意しなければならない。 

 

① 職員の年齢構成等の現状及び見通し並びに高齢期の就労動向などの実態を踏まえ

た上で、必要となる職員数及び新規採用職員数の確保に努める。 

② 行政サービスの担い手は、事務に加え、専門的知識を有する様々な職種で構成さ

れていることから、中長期的な観点からの定員管理は、代替困難な職種ごとに行う。 

③ 年度ごとに必要な各職種の職員数及び新規採用職員数については、行政課題等に

基づく業務量の増減を見通すとともに、専門的な知見が円滑に継承できるように年

齢構成を平準化することも勘案する。 

 

再任用フルタイム職員の活用の課題として、定年時点でのマインドや転換モチベー

ションの維持、経験や能力と仕事のマッチング、職場での人間関係等が挙げられる。   

そのため、再任用に際しては、能力・適正のチェックはもちろんのこと、職員のモ

チベーションの維持が重要である。 

このことから、人事配置等については、自身の能力を最大限発揮することができる

可能性のある部署を検討するなど、最小の経費で最大の効果の発揮を目指している。 
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５ 再任用短時間勤務職員・会計年度任用職員等の状況 

再任用短時間勤務職員は、令和７年４月１日時点で 18人となっており、公的年金の

支給開始年齢の段階的な引上げに伴う制度の運用改善を行っているが、今後は、定年

自体の引き上げが想定される。 

会計年度任用職員数（消防・病院を除く全部門）は、令和７年４月１日時点で 858

人、全職員数に占める割合は 30.3％となっている。 

複雑化・多様化する市民ニーズに対して、効率的、効果的に行政運営を行っていく

ためには、非常勤職員（再任用短時間勤務職員、会計年度任用職員）等の多様な任用

形態の人材活用が不可欠となっている。 

 

（表２）再任用短時間勤務職員等の状況  各年度 4.1 時点、単位：人（人事課資料） 

 

区分 R2 R3 R4 R5 R6 R7 

正規職員 1,938 1,910 1,903 1,897 1,915 1,955 

再任用短時間 
62 51 41 43 28 18 

勤務職員 

会計年度 

任用職員 

一般会計 716 723 728 734 766 792 

特別会計等 53 62 68 62 66 66 

合計 769 785 796 796 832 858 

計 2,769 2,746 2,740 2,736 2,775 2,831 

全職員に占める会計年度

任用職員の割合(％) 
27.8 28.6 29.1 29.1 30.0 30.3 
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６ 人件費の状況 

今後、財政の健全性を維持しながら効率的な行政運営を進めていくためには、選択

と集中による経営資源の有効活用と併せて、義務的経費の一つである人件費を適正な

水準に保持していくことが求められる。 

 

（表３）一般会計決算における人件費の状況 

各年度 3.31 時点（市政報告書） 

区 分 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

歳 出 953 億 9456 万円 821 億 1064 万円 880 億 1396 万円 873 億 91 万円 927 億 3657 万円 

人 件 費 101 億 8301 万円 105 億 691 万円 101 億 6127 万円 99 億 9330 万円 112 億 6369 万円 

構 成 比 10.7% 12.8% 11.5% 11.5% 12.1% 

 

（表４）職員給与の状況（一般行政職・技能労務職） 

  各年度 3.31 時点（市政報告書） 

区 分 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

対象人数 1,117人 1,102人 1,102人 1,100人 1,104人 

平均年齢 41.1歳 41.6歳 41.6歳 41.4歳 41.4歳 

平均給料月額 315,635円 318,406円 318,589円 322,806円 333,125円 

平均月収 343,530円 346,513円 346,780円 351,253円 361,846円 

 

（表５）職員の時間外勤務の状況（一般会計） 

             各年度（人事課資料） 

区分 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

対象人数 1,040 人 1,022 人 1,013 人 1,028 人 1,041 人 

年間総時間数 140,359 時間 163,845 時間 149,582 時間 158,407 時間 147,656 時間 

１人当り平均時間数 134.96 時間 160.32 時間 147.66 時間 154.09 時間 141.84 時間 

１人当り平均手当額 354,055 円 397,843 円 359,076 円 389,954 円 363,766 円 

時間外勤務 

手当決算額 
3億6,822万円 4 億 660 万円 3億6,374万円 4 億 87 万円 3億7,868万円 

※時間外勤務手当決算額は一般会計で選挙に係る分を除いたもの。 
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７ 職員の育児休業等の取得状況 

 

 育児休業、部分休業、育児短時間勤務の取得状況については、女性の部分休業取得者

が増加傾向にあり、男性の育児休業取得者についても年々増加傾向にあり、令和６年度

の取得率は 100％となっている。 

 

 

（表６） 育児休業等取得者（女性職員）        

各年度 3.31 時点、単位：人 

  Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

当年度育児休業取得可能対象者 47 32 48 98 39 

当年度育児休業取得者 96 90 48 98 39 

前年度から引き続き取得者 49 58 0 0 0 

部分休業取得者 48 66 18 51 22 

育児短時間勤務取得者 1 0 0 1 5 

（総務省勤務条件等に関する調査 表８育児休業等の状況より抜粋） 

 

 

（表７）育児休業等取得者（男性職員） 

各年度 3.31 時点、単位：人 

 

 

（総務省勤務条件等に関する調査 表８育児休業等の状況より抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

当年度育児休業取得可能対象者  34  35 46 32 19 

当年度育児休業取得者 6 5 11 30 19 

前年度から引き続き取得者 1 0 0 0 0 

部分休業取得者 2 3 1 2 1 

育児短時間勤務取得者 0 0 0 0 0 
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＜定 員 管 理の 方 針＞ 

 

１ 基本的な考え方 

前回の沼津市定員管理方針（R3.4）では、行政需要の変化に機動的に応えるために

必要な職員数を、効率的な業務執行や非常勤職員との適切な役割分担を踏まえ、総合

的な視点から、数値目標を定めずに配置した。 

今後の定員管理に当たっては、複雑・多様化する行政課題へ対応していくために、

全てを行政で担うのではなく、様々なノウハウを持つ民間企業や団体との連携を強化

するなど、効率的・効果的な行政経営を進め、本市を取り巻く課題に的確に対応する

ための人員体制を確保していく必要がある。 

このようなことから、「住民の福祉の増進に努めるとともに、最小の経費で最大の効

果を挙げる」という地方自治法の基本原則に則り、より質の高い行政サービスをより

低いコストで持続的に提供できるよう、中長期的に見た適正管理の観点から、職員数

の適正管理に努めることとし、総合的な視点から、具体的な数値を定めずに配置する。 

なお、技術、保育士及び保健師など職種ごと採用の困難性を考慮した上で、令和７

年４月１日の職員数を原則として上回らないものとするとともに、職員数が都市規模

に相応する水準と著しく乖離していないか比較し、必要な職員数の見直しを図ってい

くものとする。 

 

２ 対象部門 

  本方針の対象部門は、前回の沼津市定員管理方針（R3.4）と同様に、駿東伊豆消防

組合として活動している消防職と独自の経営改革を進めている市立病院を除く全部門

とする。 

 

 一般行政部門 議会、総務・企画、民生、税務、衛生、労働、農林水産、商工、土木 

 特別行政部門 教育  

 公営企業等部門 水道、下水道  

 

３ 期間 

本方針の期間は、令和９年度（R9.4.1）から令和 14 年度（R14.4.1）までの５年間

とする。 

 

 

定員管理方針（対象部門） 
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４ 適正な職員規模及び人事管理の取組 

 

本市における人的資源には限りがあり、大幅な定員増加も見込めない中、新たな行

政需要に対応するため、新規事業を始めるための既存事業の見直しや選択と集中を徹

底し、行政需要の変化に応じて人員を内部で再配分するなど、持続可能な行政運営を

目指して職員規模の最適化に取り組んでいく。 

 

（1）働き方改革の推進 

   長時間労働や時間外勤務を前提とする管理職のマネジメント意識を改革するとと

もに、仕事が終わらないときには安易に残業すればよいと考える「残業依存体質」

を解消し、「時間意識」の高い働き方に転換するとともに、その能力を十分に発揮し、

より高い意欲を持って効率的に業務を推進できる働きやすい職場に変え、育児や介

護等を担う時間制約のある職員を含めた、多様な人材のさらなる活躍につなげる働

き方改革を進める。 

 

 （2）職員相互の協力体制の更なる推進 

   各所属における業務は時期により繁閑に差があり、一定の時期に業務が集中する

と、所属の職員数では過重な業務量となることがある。このため、繁忙期に他部署

の職員が一時的に業務の応援にあたる業務アシスト制度を導入している。 

   今後、時間外勤務が一定時間を超えることが見込まれる場合は、事前に業務アシ

スト制度の活用を前提とした協力体制を構築し、業務負荷の平準化を進めていく。 

   また、所属や係単位においても、所属長や係長などの管理監督者が、職員個々の

業務配分を見直し、特定の職員に業務が偏ることのないよう配慮するとともに、課

員・係員全員で互いにより一層積極的に協力しながら業務を進めていく。 

 

（3）行政事務のデジタル化の推進 

ＡＩ（人工知能）、ＲＰＡ（ロボティックプロセスオートメーション）をはじめ、

各種デジタル技術により処理することができる業務については、デジタル化を積極

的に推進し、デジタル化による効果を踏まえた定員管理を行う。 

 

 （4）柔軟な働き方ができる環境の整備 

   共働き世帯の増加や価値観、ライフスタイルの多様化にともない、育児、介護、

自己啓発、社会活動など、仕事以外の時間を必要とする職員は増えており、ワーク・

ライフ・バランスの実現が求められている。 

   職員の仕事への意欲を高水準に維持し、能力を十分に発揮できる環境を整えるた

め、多様な価値観や時間制約のある職員をより一層受容する職場風土をつくり、柔
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軟な働き方を可能とする環境整備の一環として、業務内容を踏まえつつ、テレワー

ク及び選択的週休３日制も可能となるフレックスタイム制度の活用を推進する。ま

た、ＴＰＯに応じた範囲で快適で過ごしやすい服装で働くことのできる通年ノーネ

クタイを運用する。 

 

（5）事務事業の見直し 

限られた経営資源を最大限有効に活用していくことが求められることから、さら

に「ビルド＆スクラップ」及び「選択と集中」の考え方を徹底し、行政需要の変化

に応じ事務事業の見直しに努める。 

 

（6）組織体制の見直し 

社会経済情勢が大きく変動する中で、市民ニーズを的確に把握し、重点的に取り

組むべき行政課題を選択して円滑に対応するためには、柔軟な組織経営を行ってい

く必要がある。 

 そのための組織体制の編成に当たっては、組織全体の肥大化を招くことのないよ

う、原則としてポストやセクションの増設、細分化を控え、適正な事務配分を行う

ことにより既存組織のポテンシャルを最大限有効に活用するものとし、効率的、効

果的で、市民に分かりやすい簡素な組織体制の整備に努める。 

 

（7）民間活用の推進 

   今後、さらに行政自らが実施すべき事務事業に経営資源を集中させていくために 

は、行政の責任領域を見直し、直接的なサービス提供中心から総合的なコーディネ 

ート機能を重視した役割へと転換を進めていく必要がある。 

したがって、業務の外部委託化やＰＦＩ、指定管理者制度の導入、公民連携、市

民協働など、戦略的に民間や市民の活力・資源を最大限有効に活用して事務事業を

展開する。 

 

（8）人材育成の推進 

各職員が、創造的な志向と主体性を持って職務に従事し、複雑化・多様化する市

民ニーズに対して高い成果を挙げられるよう、効果的に能力の開発や専門性の向上

を図っていくことが必要である。 

職員にとって目指すべき方向性が明確になることが、効果的で自律的な資質向上

につながるため、人材育成基本方針で明示する「求められる職員像」の実現のため

に必要となる能力・姿勢と人事評価における評価項目とを関連づけ、組織として求

める行動等が備わっているか、ＰＤＣＡサイクルの中で確認・評価し、長期的な視

点で人材育成を進めていく。 
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(9）人事異動の適正化 

  これまでの人事異動は、質的に異なる部署をできるだけ多く、それも短い周期で

経験させるというゼネラリストの養成が主な目的であった。 

  しかし、地方創生時代を迎えて自治体の役割が変わり、専門的問題処理能力や政

策形成能力が求められており、特定の行政分野に精通したスペシャリストを育成し

ていく必要性が高まっている。 

したがって、職員の階層や部門の別などに応じて、ゼネラリスト型の異動にスペ

シャリスト型の異動を組み合わせながら職員体制を整え、複雑化・多様化する市民

ニーズえていくものとする。 

  特に、適応力の高い若年職員においては、基礎技術習得とともに、幅広い知識・

経験を身に付ける手法として有効であることから、短期間に複数の部署を経験させ

るものとし、採用後 10年程度経過した後は、本人の意向や所属長の評価を重視しな

がら、その適性に合った部署に配置し、ある程度長期的に専門性を伸ばす方針で経

験を積ませ、将来の中核となる人材を育成していくものとする。 

  また、女性活躍や年齢構成の偏在に伴う課題解決に向けては、既成観念に囚われ

ず、中長期的な方向性を持って適切な措置を講ずるものとする。 

 

（10）人事評価制度の活用 

職員の意欲喚起と組織力強化を図るためには、人事評価制度の活用を通じ、人材

育成につなげていくことが重要であることから、本市においては令和６年度に評価

制度を改定し、目標設定とフィードバックの精度を高め、人員配置や昇格のほか、

処遇への反映を行うなど、評価結果の適切な活用に努めている。 

人事評価の効果が十分発揮されるよう、面談の機会等を活用した職務の意義や課

題等の共有により職員の意欲を高め、自発的な取組や成長を促すとともに、評価者

研修の実施や運用ルールの整備、制度の定期的な検証等を通じて透明性と納得感の

向上を図り、評価結果を処遇等の反映に引き続き活用していくことで、組織の持続

的な発展を目指す。 

 

（11）多様な任用形態の職員の活用と人材確保 

人手不足が深刻化する中で、質の高い行政サービスを安定的に維持していくため

には、事務の性質に応じて、再任用職員や会計年度任用職員、定年延長職員など、

多様な任用形態の職員を活用することが不可欠となっている。それらの職員の士気

を確保し、その能力を最大限発揮して活躍できるよう、環境整備に努める。 

また、職員の年齢構成を平準化し、技術・ノウハウを途切れなく継承していく必

要があることから、年度をまたがる採用人員の調整や民間企業等職務経験者の登用、

定年延長制度に伴う計画的な採用、受験者目線の柔軟な採用試験制度の導入など、
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効果的な採用方策を講じ、能力のある人材・人員を確実に確保する。 

   

（12）職員の健康管理等 

   複雑化・多様化する市民ニーズに伴う職責の増大化に対応していくためには、働

き方改革と併せて、ストレスの状況やメンタル不調を含めた職員の健康保持への配

慮を強化していく必要がある。 

そこで、令和６年４月に「沼津市メンタルヘルス対策に関する計画」を制定し、

メンタルヘルス不調者の対応のみではなく、全ての職員の「心の健康づくり」を推

進し、もって、明るく活力に満ちた職場づくりのため、職員、所属長、人事管理部

門等が緊密に連携し、それぞれの役割を果たすよう取り組んでいる。 

具体的な取組として、ストレスチェックや長時間勤務者への健康確認などの健康

管理を適宜行い、引き続き、職員の健康管理に努めていく。 

また、長期にわたる傷病、育児休業や介護休暇においては、欠員による同僚職員

への過重負担や事務の停滞を防止するため、状況に応じて適切に代替措置を講ずる。 

   なお、職場におけるハラスメントは、職員の個人の尊厳と人格を不当に傷つけ、

職場の秩序を乱し、公務の正常な遂行を妨げるものであることから、沼津市職員の

ハラスメント防止に関する要綱を制定し、ハラスメント行為を明確に禁止している。 

今後も、ハラスメント防止研修などにより未然防止に努めるとともに、ハラスメ

ントに該当する事案が発生した際は、処分を含め厳格に対応するなど、ハラスメン

トのない良好な職場環境を確保する。 

 

５ 方針の公表・点検 

(1) 方針の公表 

本方針は、市のホームページで公表する。 

 

(2) 方針の見直し  

   本方針は、毎年度、類似団体別職員数の状況（総務省）の関連指標や行政運営の

状況等との整合を図りながら、定期的な点検を行い、必要に応じて適宜見直しを行

う。 


